
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [92,102円]

類似団体内順位

1/17
全国市町村平均

114,142
神奈川県市町村平均

101,867

(円)

150,000

140,000

130,000

120,000

110,000

100,000

90,000

80,000

139,194

92,102

113,925

116,255

121,884
125,693126,720

H20H19H18H17H16

92,102
93,27691,988

97,187
100,241
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [5.52人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [20.2%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [261.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

横浜市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

【財政力指数】
   財政力指数は年々上昇しており（18年度0.95、19年度0.98）、普通交付税は20年度において
は、不交付となっています。これは、主に個人市民税が伸びていることによるものですが、一方
で臨時財政対策債によって、一般財源を確保している部分も大きく、一概に財政状況が改善し
ているとは言えません。

【経常収支比率】
   歳出比較分析表を参照

【人件費・物件費等の状況】
　人口1人当たり人件費・物件費等決算額は、92,102円と前年度と比較して1,174円減少してお
り、また、類似団体内で最小額となっています。これは、制度変更のため健康診断対象者が減
少したことなどに伴い、健康診断事業の委託費が減少したことなどにより物件費が減少したこと
などが主な要因となっています。
　今後も、効率的な予算の執行に努めていきます。

 
 　【将来負担比率】
　　昭和20年代～40年代の人口急増期の需要に対応するため、都市基盤整備を急ピッチで
　行ったことによる地方債の償還負担が比率を高める要因となっています。前年度と比較す
　ると、市税等で償還する必要がある特別会計、企業会計や外郭団体等の借入金を返済し
　ていること、などにより比率が低下しています。
　　今後も、外郭団体を含めた借入金の返済を着実に行うなど、財政健全化に努めます。

　【実質公債費比率】
　   過去の急速な人口増に対応するためのインフラ整備等により、本市の実質公債費比率は
　20.2％と類似団体で最も高くなっています。今後、横浜方式のプライマリーバランスの黒字
　維持を続け、市債発行を適切に管理していくことで、比率は低下していく見込みです。

【人口千人当たり職員数】
  本市の５ヵ年計画である｢横浜市中期計画｣において、平成18年度から平成22年度までの５か
年で▲1,900人以上（平成17年度比）の削減目標を掲げており、平成20年４月現在の本市の人口
1.000人当たり職員数（普通会計）は、類似団体内で最小となっています。
　今後も、市民満足度向上や費用対効果の観点から、最適な実施主体・実施手法を選択してい
くことを前提として、簡素で効率的な執行体制づくりに努めます。

【ラスパイレス指数】
   本市は給与構造の見直しを国から1年遅れて平成19年４月１日に実施していること、国が実施
している昇給抑制を実施していないこと、国とは人員分布が異なることなどから、ラスパイレス指
数が高くなっています。なお、平均給料月額や諸手当を含んだ平均給与月額の比較において
は、類似団体の中で中位の水準となっています。


